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日本科学者会議福井支部 第51期  (日本の科学者 ふろく）      2026/2/25 

福井支部ニュース 
      2025 年度 第７号 

 
 日本科学者会議福井支部 

 連絡先：山本雅彦、masahiko@mbp.nifty.com 

 郵便振込口座番号 00710-9-17967 日本科学者会議福井支部 

 支部ホームページ https://jsafukui.net/ 

      科学者会議本部 http://www.jsa.gr.jp/ 

 

今号の内容  

◆「2 月 11 日に集会を行う意義」について   (山根 清志) 

◆論文紹介「次期学習指導要領の論点を問う」(植田健男 著) (寺岡 英男) 

◆時評「高市首相の“ことば遊び”と“遊びでない”対米姿勢」(土竜百聞) 

 

「2 月 11 日に集会を行う意義」について  

     2.11 集会での冒頭あいさつ   ＪＳＡ福井支部 山根清志 

 集会参加、ごくろうさまです。日本科学者会議福井支部の山根と申しま

す。「2 月 11 日に集会を行う意義」について、少しばかりお話させてくだ

さい。 

 きょう 2 月 11 日は「建国記念の日」です。祝日法第 2 条で「建国をし

のび、国を愛する心を養う」日とされています。名称は異なるものの、戦前

の「紀元節」を復活させたものです。 

 明治政府は天皇の支配を権威づけるために、1872（明治 5）年 11-

15、『日本書紀』の神武天皇即位記事をもとに、天照大神の子孫とされる

架空の人物「神武天皇」が橿原宮で即位したという年を紀元とし、即位日を

紀元節とすることを決定。結果的にそれが紀元前 660 年 2 月 11 日とされ

るのですが、科学的にも歴史的にも根拠はありません。とはいえ戦前には、

1 月 1 日の新年節（四方拝）、天長節（今上天皇の誕生日）、明治節（11

月 3 日の明治天皇誕生日）、これらに「紀元節」を加えた四大節が、国の

四つの大きな祝祭日として重んじられていたのです。 

 先の侵略戦争と植民地支配の時代には、「紀元節」は国民を軍国主義と侵

略戦争に思想動員するために利用されました。今から 86 年前の 1940 年

は、神武天皇即位 2600 年の記念の年とされました。当時、公募で制定さ

れた奉祝国民歌、その名も『紀元二千六百年』は、最後の 5 番で「正義凛

たる旗の下 明郎アジヤうち建てん 力と意気を示せ今 紀元は二千六百年 

ああ弥栄（いやさか）の日は上る」と歌い、1937 年盧溝橋事件に始まる

日中全面戦争を正当化し、この戦争へ国民の協力を呼びかけ・駆り立てる内

容そのものでありました。 

 こうした歴史的経緯から、戦後、国民主権と恒久平和を掲げた日本国憲法

が制定されるにいたった段階で、戦前の祝祭日が再検討され、結果、「紀元

節」が廃止されることになったのは当然と言えば当然のことでした。 

 それなのに、1966 年になると、当時の佐藤栄作（安倍晋三の大叔父に

当る）内閣は国民の反対に逆らって祝日法を改悪し、9 回の提出と廃案をく

りかえしたあげく「紀元節」の復活として「建国記念の日」を制定するに至

ったのです（実施は翌 67 年からです）。折しも神社本庁等神社勢力を中心

に全国的な規模で進められた紀元節復活の策動に保守系政党が同調する形で

推し進められてのことでした。以来、その結果が、本年のこの日まで続いて

きているわけです。きょうは 60 年目の「建国記念の日」となります。私た

ちは、科学的根拠もなく 2 月 11 日を「建国記念の日」と定めて祝意を強

要されることに反対し、思想・信条の自由、平和と民主主義の前進を求め

て、1971 年から毎年集会を開催してきました。 

 ところがその後、「戦後レジームからの脱却（＝戦前復帰）」を掲げた安

倍晋三政権のもとで、憲法の立憲主義・民主主義・平和主義を壊す動きが一

層顕著となります。2015 年 9 月 19 日の安倍政権下での安全保障関連法

http://www.jsa.gr.jp/
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成立によってその法的条件が整えられ、つづく菅・岸田両政権下で実践面よ

り実質化を推し進める形で、そもそもそれまで歴代自民党が、戦争放棄、戦

力不保持、交戦権否認をうたい「専守防衛」を建前とする憲法 9 条の存在

する下では「許されない」し「できない」といってきたことが、集団的自衛

権行使容認をはじめとして、軍事費の GDP 比 2％、武器輸出の解禁、敵基

地攻撃能力の保有解禁、等々…つぎつぎと強行され、「戦争する国家づく

り」（＝「新しい戦前」）への傾斜がどんどん急になってきています。その

うえ今日、自民維新政権の高市早苗首相は政治の師と仰ぐ故安倍晋三元首相

にならう形で「強じんな国家」を目指す路線を突き進もうとしており、また

防衛力増強にも大変前のめりです。年末の 12/26 に閣議決定した 2026

年度予算案の軍事費は過去最大の 9 兆 353 億円となり、初めて 9 兆円を

突破しました。日米軍事同盟絶対で、軍事力の強化にひた走る今の政治を何

とか転換させなければなりません。60 年前に望まないのに押しつけられた

「建国記念の日」に当る本日 2 月 11 日、あらためて 

  「建国記念の日」反対！ 

の声を上げるとともに、再び戦争することは絶対に認められない、いやだと

の思いを込めて 

  米国言いなりの大軍拡に反対し 

  憲法破壊を許さず 

  平和と民主主義を守ろう！ 

の声を上げ、お互いの固い意思を確認し合おうではありませんか。 

 以上です。 

 

 

［論文紹介］「次期学習指導要領の論点を問う」（上）（下） 

          植田健男 著 『前衛』2026.1, 2 月号 

 学習指導要領は、各学校で教育課程を編成するときの基準を定めたもの

で、これをもとに教科書がつくられる。ほぼ 10 年ごとに改訂されるが、現

行の学習指導要領は 2016 年から 18 年に出され、次の改訂が迫ってい

る。2025 年 9 月には改訂の基本方針を方向付ける「論点整理」が、教育

課程企画特別部会から出された。その内容はマスコミ等で報道され、注目を

浴びていた。改めてその一部を紹介してみる。『教科ごとのコマ数、柔軟化 

次の指導要領、学校に裁量』（朝日 9 月 6 日）、『デジタル正式教科書了

承 30 年度にも開始』（読売 9 月 6 日）、また高校では、『「数学」再

編へ、AI の学び重視し、ABC の区分なくす方向』（朝日 9 月 22 日）

等々。 

 この「論点整理」について、『前衛』2026 年 1, 2 月号では名古屋大学

名誉教授の植田健男さんが、「次期学習指導要領の論点を問う (上) (下)」

と題して、2 号に亘って論文を寄せている。植田さんは、教育経営学が専門

で教育課程経営論にも関心を持ってきた。この論文で論じているなか、以下

の 2 つを紹介させて頂く。１つは、改訂がめざされている学習指導要領

は、教育課程の基準であるにも拘らず、「教育課程とは何か」や「教育課程

の基準」の意味内容が明確に確認されていないという点。2 つ目は、それと

関連して、奈良教育大学附属小学校事件の基本的な問題性を示している点で

ある。 

〇「教育課程とは」、「教育課程の基準」の意味内容の確認 

 「教育課程」は決して教育内容（主として、教科課程）だけに止まるもの

ではない。学校の「教育課程」とは、教育活動の全体計画であり、そこには

教科教育だけではなく教科外領域の教育活動が含まれる。この全体計画は、

地域や子どもの実態に応じて学校ごとにつくられる教育の合意で、「教育課

程」として具現化される。植田（以下敬称略）は、それが旧教育基本法第十

条一項に定められた「教育の直接責任」制をはたすうえでの内実となるもの

202６年前期の会費納入をお願いします  

 202６年前期の会費納入をお願いします。また、過去の未納

会費のある方は、分納でも構いませんので、至急納入をお願

いします。  
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で、「教育の地域性」と「地域の教育性」という教育条理（今橋盛勝）はこ

れを支えるもの、と言う。一方、学習指導要領の方は、1947 年版では、

「新しく児童の要求と社会の要求とに応じて生まれた教科課程をどんなふう

に生かしていくかを教師自身が自分で研究して行く手引きとして書かれたも

の」とある。47 年版では戦前までを引き継いで「教科課程」という用語が

使われていたが、その改訂版である 51 年版からはそれは「教育課程」とい

う用語に変えられた。そして学習指導要領は、「教育課程の基準」と位置付

けられ、以降今日までそれが踏襲されている。ただし、1958 年の改訂

で、周知のように学習指導要領は法的拘束力をもつものとされ、以来、学習

指導要領にとって最も重要なはずの「教育課程」についての明確な記述がな

されなくなり、その後も曖昧なままにされ、実質的には、教科を中心として

教育内容そのものを国が特定するものになっていった、と植田は言う。 

 ところで、現行の学習指導要領の改訂のときから、社会的背景の変化を受

けて、学習指導要領の作り方、プロセスが変わってきたことを論じている。

これまでは、最初から教科の議論から始まって、教科別の部会毎にそれぞれ

の教科について検討し、それらを合わせて学習指導要領になる作り方だっ

た。しかし現行の学習指導要領の改訂の際には、組み立てや作り方について

も変えられた。学習指導要領は、もともと教育課程審議会でつくられていた

が、2001 年中央省庁再編の際、ほとんどの教育関係の審議会が中央教育

審議会の中に統合され、中央教育審議会初等中等分科会「教育課程部会」と

なった。ところが、現行の改訂の際は、従来のように教科別に議論するので

なく、教育課程部会に「教育課程企画特別部会」を設け、まず改訂のあり方

についての総論的な議論（論点整理）をしておいて、それから教科別等のワ

ーキンググループに降ろし、さらにその議論を再び企画特別部会で集約する

という手続きをとることになった。この企画特別部会の中では、1958 年

改訂以来延々と続いてきた「学習指導要領体制」について、さまざまな課題

があることにも議論されている。それは例えば、法的拘束力をいつまで言い

続けるのか／教科書検定制度も今の形のままで続けるのか／学校での評価

も、教育評価と呼ぶのに値しないのでは／教育課程について語りながら、教

科課程の問題に偏り、教科外についての注目が不十分など。ただ、大方は未

解決のままで、次の課題として残されていた。それゆえ、その 10 年後にあ

たる今回の学習指導要領の改訂において、積み残されたこれらの宿題をどう

受け止めて答えを出すかが問われる、そういう意味を持った改訂であると植

田は言う。今回の改訂作業にあっては、あらためて「教育課程」が持つ本来

の意味を再確認し、学習指導要領のもつ「教育課程の基準」という本来の位

置づけに立ち戻り、それを逸脱するようなことを許してはならないと植田は

言う。ただその「論点整理」の中では、教育課程の編成権は、学校でつくる

ものと明記されていたことについては、少なくとも学校における「教育課

程」の編成について議論できる出発点が示されたという点では 1 つの画期

と言えると述べている。 

〇奈良教育大学附属小学校事件の基本的な問題性 

 この事件は、国立大学法人化による大学財政の逼迫、しかもアンブレラ型

と言われる設置形態の下で起きた、すぐれて今日的な大学問題である、と同

時に他方で今日的な「教育課程」の問題が鋭く問われた事件であると植田は

言う。 

 奈良教附小では、ほとんどの教員が大学により独自採用で、自前の教育課

程づくり、学校づくりが行われている。また抽選だけによる入学者選抜であ

る。そうして、学校の教育課程づくりにベースを置いた教育活動が行われて

いる、という特色をもつ。 

 事件の経緯は以下のようなものである。教育課程に問題があるとの通報が

あったと県教委から大学長に知らせがあり、大学で調査委員会を設置した。

調査委員会の「中間報告」では大学が文科省にお伺いし、学習指導要領に即

しているのかどうか調べるよう指示があった。また今の教員のメンバーのま

まで行くのかについても言われている。「最終報告」は、授業時数の過不

足、実施学年のちがい等が「不適切」であり、未実施の部分は指導要領に従

った形での補充が必要であると、述べる。そこでは、教育課程に問題があっ

たということではなく、「教育課程の実施」に問題があったという。学習指

導要領通りに授業をしていないということであるが、それを当初は「法令違
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反」とし、後の「最終報告」では「不適切」と表現し直している。これに対

して、は、教育課程そのものの検討が要るだろう、と言う。そして、設置者

である大学が上から、一方的に検討を行い、その結果を学校の検討や判断を

抜きに押し付けたことの是非が問われるべきである、とも。先に確認したよ

うに、「教育課程」とは、地域や子どもの実態に応じて学校ごとにつくられ

る教育活動の全体計画であり、学習指導要領はその教育課程の 1 つの基準

でしかないこと、そして先の教育課程企画特別部会の「論点整理」の中で

は、教育課程の編成権は、学校でつくるものと改めて明記されていたことを

踏まえると、この事件の問題性が鮮明になる。 

             （寺岡 英男） 

 

［土竜時評］高市首相の“ことば遊び”と“遊ばない”対米姿勢 

    報道からからみるジャーナリズム時評（その 10） 

 高市早苗氏が、首相就任早々の国会を冒頭解散、自身の「信を問う」とし

て全国を飛び回り、各地で「高市語録」を拡散した。その「語録」は大手

TV や新聞などのマスコミが取り上げ、SNS 上でも拡散され、自民党も特

設サイト 1) を開設している。いわく「経済成長のない国に希望はないじゃ

ないですか」「挑戦しない国に未来はありません」「皆さんと一緒に未来を

作りたい」などなど非常に抽象的で、唯一具体的なのは、伝統を重んじると

して「男女平等とかそういう話やなくて（中略）私は、相撲の土俵には上が

りません」。そもそも、ここまで日本をこんな国にしてきたのは自民党政府

ではなかったのか。過去の反省と総括、問題点を整理して方針・標語は創る

べきではないか。恩師と仰ぐ安倍元首相の、極めて具体的な「妻が関係して

いたら総理を辞める」も、単なる「ことば遊び」だった。 

 高市氏は選挙中の NHK の党首討論会を直前逃亡したが、対面での論戦に

は自信がないようだ。昨年の衆院予算委員会での「台湾発言」は官僚の作成

した答弁書にはなく、質問に「自分の言葉」を返したのだ。取消せず、修正

もできず、今後どうするのか。初の国会の衆参両院の施政方針演説で、「と

にかく成長のスイッチを押して押して押して押して押しまくってまいりま

す」と、「流行語大賞」に気を良くした演説は「ことば遊び」の真骨頂。 

 ところで、「語録」には、「外国資本にはこれ以上土地を買い続けさせる

わけにはいかん。私は闘います」「日本が自由民主主義の国として仰ぎ見ら

れ、尊敬される国であること」「そのために今、取り組まなきゃ間に合わ

ん。今やらんで、いつやるんよ。私がやらんで、誰がやるんよ」などとある

が、そういう状態にしてきたのも過去の自民歴代政権だから、それをどう転

換するのか方針を提起するのが先ではないか。ところで、沖縄の（いつ完成

するか五里霧中の）辺野古基地が完成しても米軍は長い滑走路が用意されな

ければ普天間飛行場を返還しない、という米軍の公式文書が報道された。小

泉進次郎防衛大臣の記者会見を防衛省が公開している 2)が、彼の普天間につ

いての発言内容は「ことば遊び」に近く、「感心」してしまう。普天間に青

天井の経費をつぎ込み、米領グァムの米軍基地建設経費を特例負担した後の

今でも更に次々全国各地に米軍施設の追加・新設をしている 3)のは、高市語

録の「土地を買い続ける外国資本」にも負ける「日本政府の大安売り」とし

か思えない。米国への 85 兆円の投資や、安倍元首相が第 1 次トランプ政

権時に「爆買い」したミサイルや爆撃機がまだ一部しか日本にきてないのに

大量の追加「爆買い」。ところで、会見での小泉氏の米軍の公文書の確認を

避ける発言は無責任だが、想像するに、彼はその文書を読んでないのではな

いか。もし知ってたら、高市氏と同様、会見原稿にないことを話したかも。 

             （土竜 百聞） 

 1) 高市語録 https://www.jimin.jp/news/information/212362.html 

 2) 防衛大臣記者会見 https://www.mod.go.jp/j/press/kisha/2026/0220a.html 

 3) J-Defense News  https://j-defense.ikaros.jp/docs/mod/003613.html 

米軍ニュース  https://j-defense.ikaros.jp/category/others/usa/ 

================================================================ 

<<編集後記>> 

2025 年度支部ニュース第７号をお届けします。 

ミラノ・コルティナ冬季 5 輪での日本チームの過去最多のメダル獲得で報道が賑やか

です。ところで、かつて冬季五輪を席巻していたロシアが引き続き、ウクライナ侵攻を

理由に代表団派遣を禁止され個人参加となりました。しかし、ガザを武力壊滅している

イスラエルや、イランを空爆し、グアテマラを武力攻撃して大統領夫妻を拉致したアメ

リカは、何の制約も受けていません。トランプ政権が入国ビザを禁止・制限する国が多

数ありますが、IOC は 2 年後のロス五輪にはどうするのか、世界に蔓延する「ダブルス

タンダード」がますます強化されるのでは、と危惧します。       （ＯＧ） 

https://www.jimin.jp/news/information/212362.html
https://www.mod.go.jp/j/press/kisha/2026/0220a.html
https://j-defense.ikaros.jp/docs/mod/003613.html
https://j-defense.ikaros.jp/category/others/usa/

